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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第74期

第１四半期連結
累計期間

第75期
第１四半期連結
累計期間

第74期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2022年４月１日
至2022年６月30日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （千円） 6,089,577 6,865,299 26,599,084

経常損益 （千円） 214,623 516,771 1,407,714

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損益
（千円） 154,285 402,508 1,427,334

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 283,044 849,551 1,859,664

純資産 （千円） 22,017,898 23,568,657 23,161,371

総資産 （千円） 35,115,577 38,436,032 37,858,583

１株当たり四半期（当期）純損益 （円） 35.85 95.60 336.87

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 62.6 61.2 61.1

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当企業グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、連結子会社のP.T. SAKAI ROAD MACHINERY INDONESIAは、2022年４月１日にP.T. SAKAI INDONESIAを存続会社

とする吸収合併により消滅しております。

この吸収合併に伴う各セグメントに係る事業の内容の変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間（2022年４月１日～2022年６月30日）における当企業グループを取り囲む事業環境

は、米中対立激化やロシアのウクライナ侵攻により国際安全保障リスクが高まる中、エネルギー・部材価格の構造

的価格上昇やサプライチェーンの混乱が続くと共に、欧米中央銀行の利上げ政策に伴う国際金融市場の潮流変化

や、中国のゼロコロナ政策に伴う主要都市ロックダウンなど、激動する世界情勢の下で底堅い回復基調を維持して

参りました。

このような情勢の下で当企業グループでは、価格決定力と製品供給力の強化、ＥＳＧとＤＸによる持続可能な経

営体制づくり、海外事業と次世代事業による中長期成長戦略を進めました。

その結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は、サプライチェーン問題に伴う生産・販売活動への影響

がありましたものの、海外販売の拡大により前年同期比12.7％増の6,865,299千円とすることが出来ました。

営業利益は、海外事業を中心に収益構造改革が進み、前年同期比121.7％増の448,943千円となりました。経常利

益は同140.8％増の516,771千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は同160.9％増の402,508千円となりました。

連結地域区分別売上高状況につきましては、次のとおりであります。

国内向け売上高は、国土強靭化加速化対策を背景として堅調な販売が続き、前年同期比1.7％増の2,811,422千円

となりました。

海外向け売上高は、北米及び東南アジア市場で需要回復が進み、前年同期比22.0％増の4,053,876千円となりま

した。

北米向け売上高は、好調な建設投資を背景として力強い需要回復が進み、前年同期比25.6％増の1,729,242千円

となりました。

アジア向け売上高は、インドネシア市場が需要回復に転じると共にベトナム市場が好調に推移し、前年同期比

22.6％増の2,184,361千円となりました。

その他市場向け売上高は、ロシアＣＩＳ向け販売をゼロとする一方で、大洋州市場が堅調に推移し、前年同期比

15.2％減の140,273千円となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

日本

日本では、国内販売が底堅く推移すると共に、製品輸出と海外工場向け部品輸出が増加し、総売上高は前年同期

比11.9％増の5,354,455千円、営業利益は原価上昇に対する販売価格反映が遅れ、前年同期比9.2％減の90,806千円

に留まりました。

海外

米国では、力強い需要回復の中で販売が好調に推移し、総売上高は前年同期比24.7％増の1,737,027千円、営業

利益は販売価格改定と輸送コスト低減により収益構造が改善し、前年同期比151.4％増の228,682千円になりまし

た。

インドネシアでは、インドネシア国内販売が回復に転じ、総売上高は前年同期比33.8％増の1,314,442千円、営

業利益も前年同期比96.1％増の99,745千円となりました。

中国では、工場が所在する上海市のロックダウンにより事業活動の停滞を余儀なくされましたが、中国国内販売

が大幅に減少する一方で、グループ企業向け製品・部品輸出を拡大しました結果、総売上高は前年同期比27.2％減

の184,858千円ながら、営業利益は前年同期比13,393千円改善の8,551千円の損失に留めることが出来ました。

 

EDINET提出書類

酒井重工業株式会社(E01610)

四半期報告書

 3/20



財政状態の分析は、次のとおりであります。

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産が前連結会計年度末に比べ577,448千円増加し、38,436,032

千円となりました。

流動資産につきましては、現金及び預金が1,397,790千円増加、棚卸資産が250,429千円増加し、受取手形及び売

掛金が409,820千円減少、電子記録債権が421,516千円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ491,228千

円増加し、25,566,903千円となりました。

固定資産につきましては、有形固定資産が156,276千円増加し、投資有価証券が56,086千円減少したこと等によ

り、前連結会計年度末に比べ86,220千円増加し、12,869,129千円となりました。

流動負債につきましては、支払手形及び買掛金が142,128千円増加、短期借入金が162,877千円増加し、電子記録

債務が217,148千円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ176,774千円増加し、13,707,094千円となりま

した。

固定負債につきましては、前連結会計年度末に比べ6,611千円減少し、1,160,280千円となりました。

純資産につきましては、為替換算調整勘定が485,895千円増加し、利益剰余金が39,561千円減少、その他有価証

券評価差額金が39,596千円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ407,286千円増加し、23,568,657千円

となりました。これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末と比べ0.1ポイント増加し、61.2％となりまし

た。

(2）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、214,833千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当企業グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,990,000

計 14,990,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
　（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年８月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 4,366,117 4,392,117
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 4,366,117 4,392,117 － －

（注）2022年７月27日付で特定譲渡制限付株式報酬としての新株式発行により26,000株（発行価額74,984千円）増加し

ております。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年４月１日～
2022年６月30日

－ 4,366 － 3,258,349 － 6,727,367

（注）2022年７月27日付で特定譲渡制限付株式報酬としての新株式発行により26,000株（発行価額74,984千円）増加し

ております。

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 155,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,179,100 41,791 －

単元未満株式 普通株式 31,117 － －

発行済株式総数  4,366,117 － －

総株主の議決権  － 41,791 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式500株（議決権の数５個）が含まれてお

ります。

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

酒井重工業株式会社 港区芝大門１－４－８ 155,900 － 155,900 3.57

計 － 155,900 － 155,900 3.57

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

酒井重工業株式会社(E01610)

四半期報告書

 7/20



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,993,405 9,391,196

受取手形及び売掛金 7,137,752 6,727,931

電子記録債権 1,400,265 978,749

商品及び製品 2,751,053 2,782,872

仕掛品 1,347,188 1,407,654

原材料及び貯蔵品 3,109,380 3,267,526

その他 1,336,688 1,011,029

貸倒引当金 △59 △55

流動資産合計 25,075,675 25,566,903

固定資産   

有形固定資産 6,985,162 7,141,438

無形固定資産 480,763 435,260

投資その他の資産   

投資有価証券 3,421,772 3,365,686

その他 1,895,471 1,927,004

貸倒引当金 △261 △261

投資その他の資産合計 5,316,982 5,292,429

固定資産合計 12,782,908 12,869,129

資産合計 37,858,583 38,436,032

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,078,924 2,221,052

電子記録債務 3,887,863 3,670,714

短期借入金 5,688,722 5,851,599

未払法人税等 269,304 93,977

引当金 117,004 110,126

その他 1,488,501 1,759,622

流動負債合計 13,530,319 13,707,094

固定負債   

長期借入金 17,164 72,582

退職給付に係る負債 173,232 150,084

その他 976,495 937,613

固定負債合計 1,166,892 1,160,280

負債合計 14,697,211 14,867,374
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,258,349 3,258,349

資本剰余金 6,504,292 6,504,292

利益剰余金 11,728,758 11,689,197

自己株式 △403,884 △404,079

株主資本合計 21,087,515 21,047,758

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,564,136 1,524,539

為替換算調整勘定 465,857 951,753

退職給付に係る調整累計額 △3,964 △6,839

その他の包括利益累計額合計 2,026,029 2,469,453

非支配株主持分 47,826 51,445

純資産合計 23,161,371 23,568,657

負債純資産合計 37,858,583 38,436,032
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 6,089,577 6,865,299

売上原価 4,645,836 5,111,087

売上総利益 1,443,740 1,754,212

販売費及び一般管理費   

運搬費 99,797 105,850

給料及び賞与 520,522 539,693

技術研究費 196,633 214,833

その他 424,254 444,891

販売費及び一般管理費合計 1,241,207 1,305,269

営業利益 202,533 448,943

営業外収益   

受取利息 2,399 1,823

受取配当金 69,747 77,681

為替差益 － 42,403

その他 4,695 2,680

営業外収益合計 76,842 124,588

営業外費用   

支払利息 24,088 29,620

金融手数料 31,397 22,219

為替差損 9,047 －

その他 217 4,919

営業外費用合計 64,751 56,759

経常利益 214,623 516,771

特別利益   

固定資産売却益 － 1,813

投資有価証券売却益 7,191 －

特別利益合計 7,191 1,813

特別損失   

固定資産処分損 43 167

特別損失合計 43 167

税金等調整前四半期純利益 221,770 518,418

法人税等 67,394 115,380

四半期純利益 154,375 403,037

非支配株主に帰属する四半期純利益 90 529

親会社株主に帰属する四半期純利益 154,285 402,508
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

四半期純利益 154,375 403,037

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △170,310 △39,596

為替換算調整勘定 298,107 488,984

退職給付に係る調整額 871 △2,874

その他の包括利益合計 128,668 446,513

四半期包括利益 283,044 849,551

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 280,622 845,961

非支配株主に係る四半期包括利益 2,421 3,589
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

連結子会社のP.T. SAKAI ROAD MACHINERY INDONESIAは、2022年４月１日にP.T. SAKAI INDONESIAを存続会社と

する吸収合併により消滅しております。これにより、当第１四半期連結会計期間よりP.T. SAKAI ROAD MACHINERY

INDONESIAは、連結範囲から除外しております。

（会計方針の変更）

（ASU第2016-02号「リース」の適用）

米国会計基準を適用している在外子会社において、ASU第2016-02号「リース」（2016年２月25日。以下「ASU

第2016-02号」という。）を当第１四半期連結会計期間より適用しております。

ASU第2016-02号の適用により、借手のリースは、原則としてすべてのリースについて資産及び負債を認識して

おります。当該会計基準の適用にあたっては、経過措置として認められている当該会計基準の適用による累積的

影響を適用開始日に認識する方法を採用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微です。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

減価償却費 158,353千円 169,837千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年６月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 215,639 50.0 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 442,069 105.0 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2021年４月１日 至2021年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 日本 米国 インドネシア 中国 計

売上高        

外部顧客への売上高 4,373,319 1,376,369 174,773 165,115 6,089,577 － 6,089,577

セグメント間の内部
売上高又は振替高

412,246 16,256 807,777 88,934 1,325,214 △1,325,214 －

計 4,785,565 1,392,626 982,550 254,049 7,414,791 △1,325,214 6,089,577

セグメント利益又は

損失（△）
100,057 90,977 50,868 △21,944 219,959 △17,426 202,533

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△17,426千円は、主にセグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日 至2022年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 日本 米国 インドネシア 中国 計

売上高        

外部顧客への売上高 4,656,133 1,729,242 446,733 33,190 6,865,299 － 6,865,299

セグメント間の内部
売上高又は振替高

698,322 7,785 867,708 151,668 1,725,483 △1,725,483 －

計 5,354,455 1,737,027 1,314,442 184,858 8,590,783 △1,725,483 6,865,299

セグメント利益又は

損失（△）
90,806 228,682 99,745 △8,551 410,683 38,260 448,943

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額38,260千円は、主にセグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

１．取引の概要

（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　　P.T. SAKAI INDONESIA及びP.T. SAKAI ROAD MACHINERY INDONESIA

事業の内容　　　　　　建設機械並びに建設機械関連部品の製造、販売、輸出入

（2）企業結合日

2022年４月１日

（3）企業結合の法的形式

P.T. SAKAI INDONESIA（当社の連結子会社）を存続会社、P.T. SAKAI ROAD MACHINERY INDONESIAを消滅

会社とする吸収合併

（4）結合後企業の名称

P.T. SAKAI INDONESIA

（5）その他取引の概要に関する事項

インドネシア事業の経営管理体制を一元化し、経営の効率化を図るものであります。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前第１四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年６月30日）

（単位：千円）
 

 
報告セグメント

合計
日本 米国 インドネシア 中国

主たる地域市場      

日本 2,765,668 － － － 2,765,668

北米 － 1,376,369 － － 1,376,369

アジア 1,442,213 － 174,773 165,115 1,782,101

その他 165,437 － － － 165,437

外部顧客への売上高 4,373,319 1,376,369 174,773 165,115 6,089,577

（注）主要な財又はサービスラインは、主に道路建設機械です。また、収益認識の時期は、すべて一時点で認識さ

れます。

 

当第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）

（単位：千円）
 

 
報告セグメント

合計
日本 米国 インドネシア 中国

主たる地域市場      

日本 2,811,422 － － － 2,811,422

北米 － 1,729,242 － － 1,729,242

アジア 1,704,437 － 446,733 33,190 2,184,361

その他 140,273 － － － 140,273

外部顧客への売上高 4,656,133 1,729,242 446,733 33,190 6,865,299

（注）１．主要な財又はサービスラインは、主に道路建設機械です。また、収益認識の時期は、すべて一時点で認

識されます。

２．当第１四半期連結会計期間より、主たる地域市場の「中近東・ロシアＣＩＳ」は、金額的重要性が低下

したため「その他」に含めて記載する方法に変更しております。なお、前第１四半期連結累計期間の主

たる地域市場は、変更後の区分に基づき組替えを行なっております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益 35円85銭 95円60銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 154,285 402,508

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（千円）
154,285 402,508

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,304 4,210

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   2022年８月10日

酒井重工業株式会社

取　締　役　会　御　中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大橋　佳之

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 関根　和昭

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている酒井重工業株式

会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、酒井重工業株式会社及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥
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当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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